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営業の概況
当中間期におけるわが国の経済は、イラク戦争やＳＡＲＳ
等の世界的な不安要素や長引く不良債権処理にともなう金融
不安を背景に、足踏み状態が続いておりましたが、最近にな
って、米国景気の回復基調にともない輸出に支えられた企業
を中心に企業収益の緩やかな改善がみられはじめました。ま
た、重要な経済指標である株価も投資家の購入意欲を反映し
持ち直し感が出、総体的に明るい兆しが現れてまいりました。
しかし当業界におきましては、デフレ状況とフロン等の地
球に影響をおよぼす環境問題を抱えた経費の増加のため、他
業界以上に厳しい状況で推移いたしました。
このような環境下にあって、当社は新規出店戦略・高付加
価値製品創出・サ－ビス体制の充実等、きめ細かな対応を積
極的に展開しました。また、経営全般の効率化および経費節
減にも従来以上に取り組んでまいりました。
その結果、当中間期の売上高は159億９千７百万円と前年
同期比6.5％の増収となりました。また、利益面につきまし
ては、販売戦略の見直しと諸経費の一層の削減により、経常
利益は17億９千５百万円と前期比9.4％の増益となりました。
なお、中間利益は９億４千５百万円となりました。

株主の皆様へ
株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申しあげ
ます。
当社は、平成15年６月30日をもちまして、第43期営業年度
の中間期（平成15年１月１日から平成15年６月30日まで）を
終了いたしましたので、この期間の営業の概況をご報告申し
あげます。
今後とも一層のご支援と、ご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。

平成15年９月

代表取締役会長
尾� 茂

代表取締役社長
尾�敦史
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会社の概要
平成15年６月30日現在

商　　　　　　号 大和冷機工業株式会社
英　　文　　名 DAIWA INDUSTRIES LTD.
資　　本　　金 9,907,039,049円
発行済株式総数 51,717,215株
本　　　　　　社 大阪市天王寺区小橋町３番13号

大和冷機上本町DRKビル

東　京　本　社 東京都千代田区霞が関３丁目２番５号
霞が関ビル

佐　伯　工　場 大分県佐伯市大字長良3325番地６

上　岡　工　場 大分県佐伯市稲垣650番地

福　岡　工　場 福岡県太宰府市水城６丁目32番１号

関東大利根工場 埼玉県北埼玉郡大利根町豊野台１丁目
345番地５

大 阪 八 尾 工 場 大阪府八尾市久宝寺６丁目６番55号

従　業　員　数 2,102名

事　業　内　容 �冷凍冷蔵庫、ショーケース、製氷機、
自販機および冷熱応用製品の製造販売
ならびに保守修理。

�冷熱機器の設備の工事および各種部品
の製造販売ならびに保守修理。

�厨房機器、装置、部品の製造販売およ
び保守修理ならびに店舗・厨房の企
画、設計、施工。

今後の見通しといたしましては、わが国の景気は緩やかな
回復基調にあるものの、株価および長期金利の動向や諸外国
の不安定要因等懸念される問題も多く、引き続き不透明な厳
しい状況が続くものと予想されます。このような環境下であ
りますが、当社は、積極的な新製品の開発をはじめとし、社
会的要請である環境問題にも適合した管理システムを全社挙
げて構築し、開かれた組織改革を強力に推し進め、更なる業
績の向上に努めてまいります。
なお　中間配当金につきましては、１株につき５円とさせ

ていただきましたので、ご報告申しあげます。
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中間貸借対照表

資産の部
期　別 当中間期 前中間期 前　　期

科　目 平成15年６月30日現在 平成14年６月30日現在 平成14年12月31日現在

流　　　動　　　資　　　産 29,219,697 25,895,177 18,108,618
現　　金　　預　　金 15,691,925 12,944,818 5,306,343
受　　取　　手　　形 1,073,658 1,930,757 1,805,348
売　　　　掛　　　　金 4,448,352 5,400,443 3,696,697
有　　価　　証　　券 2,015,047 ─ 2,130,534
製　品　・　商　品 3,225,346 3,216,309 2,675,914
材料・保守修理用部品 1,059,496 1,368,790 1,226,215
仕　　　　掛　　　　品 381,209 365,726 370,057
繰　延　税　金　資　産 567,783 391,708 260,854
リース債権信託受益証券 300,000 ─ 300,000
そ の 他 の 流 動 資 産 484,901 333,342 364,692
貸　倒　引　当　金 △ 28,023 △ 56,720 △ 28,040

固　　　定　　　資　　　産 28,382,270 16,863,946 24,123,619
有　形　固　定　資　産 8,379,835 8,788,365 8,513,963
建　　　　　　　　　物 4,123,392 4,378,215 4,240,973
構　　　　築　　　　物 127,015 147,495 136,271
機　　械　　装　　置 799,520 981,892 879,574
車　輌　運　搬　具 211,622 149,718 146,910
工　具　器　具　備　品 428,779 451,694 429,887
土　　　　　　　　　地 2,689,505 2,679,350 2,680,345
無　形　固　定　資　産 505,446 595,805 545,114
ソ　フ　ト　ウ　エ　ア 424,994 512,373 464,624
電　話　加　入　権 79,802 82,705 79,802
その他の無形固定資産 648 726 687
投 資 そ の 他 の 資 産 19,496,988 7,479,775 15,064,541
投　資　有　価　証　券 1,199,645 3,525,344 1,215,824
子　会　社　株　式 148,000 48,000 48,000
長　期　貸　付　金 16,580,180 2,470,663 12,280,372
破 産 更 生 債 権 等 55,840 56,340 49,550
繰　延　税　金　資　産 1,104,272 914,220 1,043,082
敷 金 ・ 保 証 金 442,630 416,688 430,470
そ　の　他　の　投　資 109,618 114,214 112,056
貸　倒　引　当　金 △ 143,200 △ 65,695 △ 114,814

資　　　産　　　合　　　計 57,601,967 42,759,124 42,232,238

（注）1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
（当中間期） （前中間期） （前　　期）

2. 有形固定資産の減価償却累計額 9,397,542千円 8,645,595千円 9,055,399千円
3. 自己株式の数 85,478株 24,541株 82,445株
4. 資本の部につきましては、商法施行規則の改正により記載方法を変更
しております。
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負債の部
期　別 当中間期 前中間期 前　　期

科　目 平成15年６月30日現在 平成14年６月30日現在 平成14年12月31日現在

流　　　動　　　負　　　債 12,717,068 9,184,864 8,146,985
支　　払　　手　　形 4,110,261 4,004,896 3,966,319
買　　　　掛　　　　金 1,243,128 1,151,244 718,721
短　期　借　入　金 3,000,000 ─ ─
未　　　　払　　　　金 743,203 716,256 676,281
未　払　消　費　税　等 158,013 161,756 253,751
未　払　法　人　税　等 1,205,840 1,018,886 1,012,342
未　　払　　費　　用 283,535 167,055 161,129
前　　受　　収　　益 823,818 881,170 853,358
賞　与　引　当　金 790,893 733,460 148,500
製 品 保 証 引 当 金 172,560 150,870 167,041
そ の 他 の 流 動 負 債 185,814 199,267 189,540

固　　　定　　　負　　　債 11,800,844 1,591,796 1,643,684
社　　　　　　　債 10,000,000 ─ ─
退 職 給 付 引 当 金 1,020,677 844,767 878,267
役員退職慰労引当金 744,804 708,300 730,053
そ の 他 の 固 定 負 債 35,363 38,728 35,363

負　　　債　　　合　　　計 24,517,913 10,776,661 9,790,669

資本の部
資　　　　　本　　　　　金 ─ 9,907,039 9,907,039
法　　定　　準　　備　　金 ─ 10,446,051 10,446,051
資　本　準　備　金 ─ 9,867,880 9,867,880
利　益　準　備　金 ─ 578,170 578,170

剰　　　　　余　　　　　金 ─ 11,630,014 12,130,141
任 　 意 　 積 　 立 　 金 ─ 9,255,328 9,255,328
特 別 償 却 準 備 金 ─ 84,946 84,946
別　途　積　立　金 ─ 9,170,382 9,170,382
中間（当期）未処分利益 ─ 2,374,685 2,874,812
（うち中間（当期）利益） ─ （889,503）（1,648,094）

評　　価　　差　　額　　金 ─ 7,145 △ 15,414
その他有価証券評価差額金 ─ 7,145 △ 15,414

自　　　己　　　株　　　式 ─ △ 7,788 △ 26,249
資　　　本　　　合　　　計 ─ 31,982,462 32,441,568

資　　　　　本　　　　　金 9,907,039 ─ ─
資　　本　　剰　　余　　金 9,867,880 ─ ─
資 　 本 　 準 　 備 　 金 9,867,880 ─ ─
利　　益　　剰　　余　　金 13,361,874 ─ ─
利 　 益 　 準 　 備 　 金 578,170 ─ ─
任 　 意 　 積 　 立 　 金 10,222,915 ─ ─
特 別 償 却 準 備 金 52,533 ─ ─
別　途　積　立　金 10,170,382 ─ ─

中 間 未 処 分 利 益 2,560,788 ─ ─
（う ち 中 間 利 益） （945,435） ─ ─

株 式 等 評 価 差 額 金 △ 25,544 ─ ─
自　　　己　　　株　　　式 △ 27,195 ─ ─
資　　　本　　　合　　　計 33,084,054 ─ ─
負 債 及 び 資 本 合 計 57,601,967 42,759,124 42,232,238

（単位：千円）



5

中間損益計算書

期　別 当中間期 前中間期 前　　期

科　目

営　　業　　収　　益 15,997,610 15,027,381 31,517,816

売 上 高 15,997,610 15,027,381 31,517,816

営　　業　　費　　用 14,089,342 13,289,280 28,239,275

売 上 原 価 7,265,236 7,147,893 15,440,307

販売費及び一般管理費 6,824,105 6,141,386 12,798,968

営　　業　　利　　益 1,908,268 1,738,101 3,278,541

営　業　外　収　益 263,949 104,153 300,498

受取利息及び配当金 97,620 36,464 102,985

不動産賃貸収入 37,187 36,404 112,741

その他の営業外収益 129,142 31,284 84,771

営　業　外　費　用 377,039 201,312 344,483

社 債 利 息 8,454 ─ ─

社 債 発 行 費 190,000 ─ ─

不動産賃貸収入原価 10,702 12,958 29,061

その他の営業外費用 167,882 188,354 315,422

経　　常　　利　　益 1,795,178 1,640,942 3,234,555

特　　別　　利　　益 ─ ─ 412

固定資産売却益 ─ ─ 412

特　　別　　損　　失 4,665 4,076 189,681

固定資産除売却損 312 4,076 5,641

投資有価証券評価損 ─ ─ 124,989

ゴルフ会員権評価損 703 ─ 1,450

貸倒引当金繰入額 3,650 ─ 57,600

税引前中間（当期）利益 1,790,512 1,636,865 3,045,287

法人税、住民税及び事業税 1,206,936 1,024,000 1,655,656

法 人 税 等 調 整 額 △ 361,859 △ 276,638 △ 258,463

中 間 （ 当 期 ） 利 益 945,435 889,503 1,648,094

前 期 繰 越 利 益 1,615,352 1,485,181 1,485,181

中　　間　　配　　当　　額 ─ ─ 258,463

中間（当期）未処分利益 2,560,788 2,374,685 2,874,812

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

営
業
損
益
の
部

営

業

外

損

益

の

部

特

別

損

益

の

部

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

平成15年１月１日から
平成15年６月30日まで

平成14年１月１日から
平成14年６月30日まで

平成14年１月１日から
平成14年12月31日まで

（単位：千円）
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役　　　員

代表取締役会長………… 尾　� 茂
代表取締役社長………… 尾　� 敦　史
専務取締役……………… 三　浦　　　明
常務取締役……………… 工　藤　哲　郎
常務取締役……………… 森　澤　誠　司
取締役…………………… 板　井　康　男
取締役…………………… 石　田　忠　明
取締役…………………… 坂　口　洋一郎
取締役…………………… 岩　本　春　夫
取締役…………………… 川　口　秀　隆
取締役…………………… 尾　� 雅　広
常勤監査役……………… 尾　� 岳　志
常勤監査役……………… 清　川　幸　治
監査役…………………… 日　下　健　彦
監査役…………………… 松　尾　　　悟
（注）監査役 日下健彦、松尾　悟の両氏は、「株式会社

の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18
条第１項に定める社外監査役であります。

平成15年６月30日現在

昨年より販売シェアの伸長および資金の有効活用を図り、

ユーザー各位に総合的なサービスを提供する目的で、当社グ

ループで金融事業を始めておりますが、当中間期は当社とグ

ループ各社間の内部間取引が前年以上に拡大いたしました。

これによりこの売上が消去され、利益が控除されることから、

当中間期の当社グループの連結業績につきましては、売上高

が84億８千１百万円、経常損失が36億７千８百万円、中間純

損失が37億４千８百万円となりました。

連結中間業績に
関するお知らせ



人間工学・エルゴノミックスを基本に快適環境づくり。�
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平成

中株主メモ�

決　　算　　期 12月31日

定 時 株 主 総 会 3 月

配当金受領株主確定日 利益配当金　12月31日
中間配当金 6月30日

基　　準　　日 定時株主総会　12月31日
その他必要があるときは、あらかじめ公告す
る一定の日

名義書換代理人 〒100－0005
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 〒541－8502
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
UFJ信託銀行株式会社
大阪支店証券代行部
電話（06）6229－3011（代表）

同　取　次　所 UFJ信託銀行株式会社本店・全国支店

公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞

○株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のUF J信託銀行
の電話およびインターネットでも24時間承っております。
電話（通話料無料）0120（24）4479（本店証券代行部）

0120（68）4479（大阪支店証券代行部）
インターネットホームページ http://www.ufjtrustbank.co.jp/


